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県で獲れる魚について学習する子どもたち

22 食育の総合的な推進

プロジェクトの概要

＊1 ＰＦＩ

Private Finance Initiativeの
略で、従来公共部門が対応して
きた社会資本の整備や公共サー
ビスについて、民間の資金やノ
ウハウを活用するとともに、公
共が負担していたリスクの民間
への移転などにより公共資金の
最も効果的な運用を達成しつ
つ、公共サービスを提供するこ
と。

健全な食生活を実践できる人間を育てるた
めの食育の推進に向けて、市町村及び関係団
体、企業などと連携を図りながら食育の具体
的な取組みを進めています。

県が実施した「食に関する意識調査」の結果、「食育について関心がある」と回答した県民が多
い一方で、「積極的に行動している」と回答した県民の割合が少ないことや、食育推進計画に対す
る県民意見募集の結果、「県民運動として食育を進めるためには、無関心な人にいかに関心をもっ
てもらうかが重要」との意見をいただいたことから、普段の生活の中で食育を実践できるよう、家
庭、学校、地域などの様々な場面における県の施策を明らかにするとともに、市町村、団体、事業
者などに期待される役割を食育推進計画に盛り込みました。

● 食育推進体制の整備 として、神奈川らしい食育推進計画策定のため、県民の食に関する意
識調査を行うとともに、県民会議を3回開催し、その結果を踏まえて神奈川県食育推進計画の
策定を行いました。

● 学校、保育所、地域等における食育の推進 として、学校給食への地場産品の使用を促進す
るため、県内５５の協力校で「かながわ産品学校給食デー」を実施しました。また、学校の管理
職や教職員などを対象とした「食に関する指導研究会」、「学校給食研修会」や、栄養教諭の認
定講習などを開催し、学校における食育の取組みを推進しました。

● 地域における食生活の改善のための取組みの推進 として、食生活を改善するための普及啓
発事業や給食施設などにおける栄養表示の普及啓発などにより、健全な食生活や健康づくりを
推進しました。

● 生産者と消費者の交流による農林水産業の理解促進 として、川崎市において「食と農のつ
どい２００８」を開催したほか、県内各地域で、農林水産業の理解促進を目的としたイベントを
開催しました。また、ＰＦＩ（＊１）による花と緑のふれあいセンターの整備などに着手しました。

● 食の安全に関する情報提供 として、農産物の安全性や食品表示などをテーマとした県民向
けの「食の安全・安心基礎講座」を3回開催したほか、県内の小学校に在籍するすべての小学6
年生を対象に、食品安全リーフレットを配布し、給食や家庭科の授業などにおいて活用を図り
ました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔環境農政部〕

戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
２００５年度に内閣府が実施した全国調査の実績を踏まえ、本県における食育の推進により、今後一

層の県民への周知が必要であることと、国の目標値と整合を図る必要性から２０１０年度には１５%の増
加となることをめざして目標値を設定しました。

目標　食育に関心のある県民の割合

達成状況
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● ２００７年度の目標７５%に対し、
８１.３％となりました。これは、学
校や地域などにおける食育に関
する個々の取組みや、メディアな
どにより「食育」という言葉が広
く一般に浸透したことが要因と
考えられます。

目標の達成状況の分析

2005年及び2006年は
内閣府調査（全国値）

2007年以降は
環境農政総務課調べ
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総合分析

● 県が２００７年5～6月に実施した「食に関
する意識調査」において、「積極的に栄養バ
ランスの取れた食事を作ること、とること
に努める」と回答した県民は２０.０%と、食
育に関心のある県民の割合の８１.３%に対し
て、実際に積極的に行動している県民の割
合が低い状況となっています。

● 食育を総合的に推進するため、学校では計
画に沿って教職員などに対する研修会など
を開催したほか、「学校における食育・指導
ハンドブック」の作成・配付や、小学校3校に委託して食育推進の実践研究を行いました。今後
は行政だけでなく、県民、団体・事業者などが食育の意義を認識し、事業活動や日常生活の中
で実践していくことが必要であることから、食育推進計画において、それぞれに期待される役
割を設定しました。

● 食育に関心のある県民の割合は目標値より6ポイント高い８１.３％であるとともに、小売業者
や食品製造業者などから「神奈川の食育を進める会」が発生するなど、団体・事業者などの取
組みも進んでおり、十分に効果をあげることができました。

戦略プロジェクト 22

県民生活

戦略
プロジェクト

プロジェクトをとりまく課題
● 食育を総合的に推進していくためには、住民に最も身近な自治体である市町村の役割は重要で
あるとの認識のもと、市町村の食育推進計画の策定を促す必要があります。

● 食育を広く県民に周知し、食育を県民運動として推進していくという観点から、食育に関する
様々な活動を行っている団体などを把握し、活動に関するニーズを受け止め、県民との橋渡し
となるようなシステムづくりを図っていく必要があります。

● かながわ産品学校給食デー実施に当たり、県産食材の食材調達が難しいため、食材流通システ
ムの整備や、実施サポート（食育に活かすための副教材作成）の充実が課題です。

● 学校における食育推進体制の整備については、食生活の多様化が進む中で食に起因する新たな
健康問題が生じており、学校教育における食に関する指導の一層の充実を図っていく必要があ
ります。

今後の対応方向
● めざすすがたの実現に向け、食育推進計画に沿って、県・市町村・県民・団体・事業者などの
それぞれの役割と特性を生かしたパートナーシップのもとで、家庭、学校、地域などの様々な
場面における施策を展開していきます。

● 「かながわ産品学校給食デー」の実施を全市町村へ呼びかけるとともに、実施サポート（県産
食材の情報提供・調達支援など）を行う「かながわ産品学校給食デー」ヘルプデスクを設置し
ます。

● 学校における食育推進体制の整備については、引き続き研修会などを開催するとともに、高校
生向けの「食育啓発パンフレット」を作成・配布するとともに、食育推進の実践研究の充実に
取り組みます。

● 効果的な農林水産業の体験やイベントの開催について、引き続き取組みを推進し、県民の農林
水産業に対する理解促進を図ります。

総合計画審議会からの二次評価
● 総合分析は妥当である。
● 健全な食生活が、子どもの生活習慣や学習に大きな影響を与えることから、対応の一層の強化
を図る必要がある。

参照ホームページ
食育に関する情報
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kankyonoseisomu/syokuiku/index.html



戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
外国籍県民がくらしやすい環境づくりを推進するため、２００５年度及び２００６年度の実績を踏まえ、

提言の実施率が毎年度3％ずつ増加し、２０１０年度には７８％となることをめざして目標値を設定しま
した。

目標　外国籍県民かながわ会議の第１期から第４期の提言の実施率

達成状況
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● ２００７年度の目標値に対する
達成率は１００.０％となりまし
た。これは、県の外国籍県民相
談窓口に新たにトリオホン（＊
２）機能を付加して通訳がいな
い市町村へ対応する取組みを開
始したこと、多言語の災害時緊
急避難手引き作成を市町村へ要
請したことから効果を上げるこ
とができたものです。

目標の達成状況の分析
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あーすフェスタ2007のステージ

23 多文化共生の地域社会づくり

プロジェクトの概要

＊1 多文化ソーシャル
ワーカー

外国籍県民の生活支援を推進
する多文化共生の相談役・推進
役。

外国籍県民であっても生活に不便を感じる
ことが少ない、多様な文化や民族の違いを理
解し認め合いながら、外国籍県民とともにく
らす、多文化共生の地域社会となるための取
組みを進めています。

国際化や外国籍県民の増加など、神奈川をとりまく国際環境の変化に対応した、かながわ国際施
策推進指針の改定に当たり、パブリック・コメントの実施によって県民ニーズ・意見の把握を行い、
指針へ反映を図ることに努めました。

● 多文化理解の推進 として、約２３,０００人が参加した「あーすフェスタ２００７」をはじめ、地
球市民かながわプラザや湘南国際村における様々な学習事業などを実施しました。

● 外国籍県民相談、情報提供の充実・促進 として、市町村などとの役割分担を踏まえた総合
的な相談体制の整備、多文化ソーシャルワーカー（＊１）養成のためのカリキュラムなどの検討
を行うとともに、災害時の多言語通訳・翻訳者を２６名養成・拡充しました。

● くらしやすい環境づくりの推進 として、新しい医療通訳派遣制度を構築し、２００８年度から
運用するとともに、外国籍県民のすまいサポートのために不動産店などへの意識啓発の推進を
図り、日本語・就労支援などを担うＮＧＯ・ＮＰＯに対する支援について検討を行いました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔県民部〕

＊2 トリオホン

三者(相談者、県、市町村)が
通話することができる電話。

※（外国籍県民かながわ会議最終報告（第１期～第４期））
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総合分析

総合計画審議会からの二次評価

● 総合分析は妥当である。
● 外国籍県民会議だけではなく、県で何ができるのか、現場でニーズを把握することが必要で
ある。

● 神奈川の外国籍県民（外国
人登録者数）は年々増加して、
２００７年１２月末には１６７,６０１
人に達し、県民の５３人に1
人が外国籍県民という状況
です。また、永住・定住などの
在留資格を持ち、県内に生活
基盤を置いて定住している外
国籍県民も１０万人を超えて
います。

● このような中、くらしや
すい環境づくりを図るため
に多様な支援の必要性が高
まっています。そのため、
専門的なノウハウを持つＮＰＯ・ＮＧＯや民族団体などの関係者と協働の取組みを進め、日本
語学習や就労支援などの事業の検討を進めました。また、相談や情報提供について、市町村と
役割分担を踏まえた体制について検討し、適切な事業実施方法に努めました。

● 外国籍県民かながわ会議の提言は、教育文化や社会生活などに関する多岐にわたるものであり、
その達成率を目標設定していますが、例えば「災害時の多言語緊急避難手引きの作成」につい
ての提言に対しては、県と市町村が協働して共通の多言語マニュアルの作成を行うとともに、
市町村ごとに多言語の緊急避難手引きの作成を要請しています。

● 多文化や民族の違いへの県民の理解を深め、新たな支援制度や関係団体との協働も進んでおり、
十分に効果を上げることができました。

戦略プロジェクト 23

（年）

プロジェクトをとりまく課題

今後の対応方向

● 外国籍県民の増加と定住化が進むことに伴い、市町村・ＮＰＯなどと連携・協働した相談窓口
や人材の充実、医療・すまいについて、よりきめ細かい生活支援が一層必要となっています。

● 支援の充実が必要とされる一方で、自立促進を図るための取組みが求められています。

● 多文化理解の推進については、「あーすフェスタ２００８」の開催をはじめ、地球市民かながわ
プラザや湘南国際村における様々な学習事業などを引き続き実施します。

● 外国籍県民相談、情報提供の充実・促進については、総合的な相談体制の整備に向けた検討を
進めるとともに、多文化ソーシャルワーカーの養成を開始し、災害時の多言語通訳・翻訳者の
さらなる養成・拡充を図ります。

● くらしやすい環境づくりの推進については、新しい医療通訳派遣制度の実施をはじめ、外国籍
県民のすまいサポートのための意識啓発を引き続き推進するとともに、日本語学習支援を担う
ＮＧＯ・ＮＰＯに対する支援の実施、就労支援のあり方を引き続き検討します。

戦略
プロジェクト

（法務省「在留外国人統計」より作成）

県民生活

参照ホームページ
かながわの国際政策
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kokusai/index.html
（財）かながわ国際交流財団　
→　http://www.k-i-a.or.jp/index.html



戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
２００５年度及び２００６年度の実績を踏まえ、また、国では男女共同参画推進本部で、２０１０年度末ま

でに少なくとも３３.３％になるよう努めることとされたことから、２０１０年度には３３.３％となることをめ
ざして目標値を設定しました。

目標①　県及び市町村の審議会等における女性委員の登用率

達成状況
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● ２００７年度の目標の達成率
は９１.６％であり、また様々な
分野で活躍している女性人材
に関する情報提供などの取組
みから、女性委員の登用の促
進につながり、概ね効果を上
げることができました。

● しかし、２００７年度の実績
値は２００６年度を０.５ポイント
下回り、微減傾向にあるため
今後とも目標の達成に向けて、
女性の積極的な登用への協力
を求めていくなど、取組みを
進めていく必要があります。

目標の達成状況の分析
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男女共同参画シンポジウム

24 男女共同参画社会の実現

プロジェクトの概要

＊1 キャリア
カウンセリング

自己分析を通して自分に適し
ている職業・職種や自分の強み
をはっきりさせ、これに即した
職業選択や職業能力開発などが
効果的に行われるよう、専門家
のカウンセラーが実施する個別
相談。

就業の分野では、男女平等で、仕事と家庭
が両立しやすい就業環境の整備や、起業、再
就職、キャリアアップなどへチャレンジする
女性の支援に取り組んでいます。また、配偶
者などからの暴力の根絶をめざすとともに、
市町村やＮＰＯなどと連携し、被害者の自立
支援を進めています。

「かながわ男女共同参画推進プラン（第2次）」の策定に当たって、「男女共同参画シンポジウム」
の開催やパブリックコメントなど広く県民参加を行い、プランへの反映に努めました。
また、「配偶者などからの暴力被害者の自立に向けた支援の充実が必要」などの意見を踏まえ、

ＤＶ被害者の支援のための法律相談の実施や、民間施設への心理判定員の派遣の充実など、民間団
体への支援の充実を図りました。

● 男女共同参画をより一層推進するため、「かながわ男女共同参画推進プラン（第2次）」を策
定しました。

● 女性のチャレンジ支援 として、女性の起業、就業、再就業などのチャレンジを支援するた
めのキャリアカウンセリング（＊1）を２８４回実施しました。

● 男女共同参画に向けた就業環境の整備 として、就業の分野の男女平等を進めるとともに、
仕事と家庭の両立や多様な働き方への支援を進めるため、企業への男女共同参画推進の普及訪
問を２３回、ポジティブアクション（＊2）関連講座を6回開催しました。

● 配偶者などからの暴力の根絶と被害者の自立支援 として、市町村など関係機関やＮＰＯな
どと連携・協働し、相談、一時保護を行うとともに、一時保護後の自立に向けた準備を行うた
めの住まい（ステップハウス）を3戸確保しました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔県民部〕

＊2 ポジティブ
アクション

過去の差別的な雇用管理や職
場に根強く残る固定的な男女の
役割分担意識により、男女間に
生じている事実上の格差を解消
しようと、企業などが行う自主
的かつ積極的な取組み。

（内閣府調査「地方公共団体における男女共同参画
社会の形成又は女性に関する施策の推進状況」）

２００７
B

９１.６％

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％
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戦略プロジェクト 24

目標③　理学部・工学部の大学生の女性割合

目標設定の考え方
１９９８～２００５年度の7年間で1ポイント増加している実績を踏まえ、性別にとらわれない職業選

択に関する啓発に取り組んでいることなどから、２０１０年度までの5年間で１.５ポイントの増加と
なることをめざして目標値を設定しました。
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12.612.312.0
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12.0
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14.0

15.0
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（％）

実績 目標

達成状況

● ２００７年度の目標の達成率
は９０.０％であり、また中学生
向け進路選択啓発冊子の作成
などに取り組み、概ね効果を
上げることができました。

● しかし、２００７年度の実績
値は２００６年度を０.２ポイント
下回り、減少傾向にあるため、
今後とも目標の達成に向けて
理工系技術者・研究職に進む
女性を育成するため、理工系
進路を希望する女性を支援す
るなど、取組みを進めていく
必要があります。

目標の達成状況の分析

戦略
プロジェクト

目標②　事業所における女性管理職の割合

目標設定の考え方
２００５年度及び２００６年度の実績を踏まえ、「２００６年度の県及び市町村の女性管理職の割合（５.４%）」
を、民間事業所においても、２０１０年度には達成することをめざして目標値を設定しました。
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実績 目標

達成状況

● ２００７年度の目標の達成率
は９７.６％であり、また、企業へ
の男女共同参画推進の普及訪
問を行うなどの取組みから、女
性管理職の登用の促進につな
がり、概ね効果を上げることが
できました。

● ２００７年度の実績値は目標
値を０.１ポイント下回ったため
今後とも目標の達成に向けて、
企業に対し、女性の積極的な登
用への協力を求めていくなど、
取組みを進めてまいります。

目標の達成状況の分析

（神奈川県男女共同参画推進条例に基づく事業者からの届け出）

（「神奈川の大学統計」より）

県民生活
２００７
B

９７.６％

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％

２００７
B

９０.０％

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％
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総合分析

総合計画審議会からの二次評価
● 総合分析は妥当である。
● 男女が同じ条件で働き同じように評価を受けられるよう環境整備を進める必要がある。
● 男女共同参画の観点から、女性の働く環境づくりを進めるため、スキルアップ支援や起業支援
を強化する必要がある。

● 「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」とい
う意識は、県が行った「県民ニーズ調査」のデ
ータの推移をみると、右表のとおり、年々変化
してきており、２００６年度調査では、《そう思う》
と《そう思わない》の回答割合がほぼ同率とな
っています。しかし、依然として就業の分野で
は採用・配置・昇進などに事実上の男女間格差
があり、子育て期などの就業継続、いったん離
職した後の再就職などが困難な状況です。

● 就業の分野については、ポジティブアクショ
ン関連講座の開催や企業への普及訪問など、企
業に対して仕事と家庭の両立や多様な働き方へ
の理解と支援を求めました。また、女性のチャ
レンジ支援として、ＮＰＯと協働し就職・再就
職・起業についての相談・カウンセリングを実
施しました。
また、配偶者などからの暴力の根絶と被害者の自立を支援するため、市町村など関係機関やＮ
ＰＯなどと連携・協働し、相談、一時保護を行うとともに、一時保護後の自立に向けた準備を
行うための住まい（ステップハウス）の確保など被害者の自立支援に取り組みました。

● 男女共同参画社会の実現に向け、さらに取組みを強化する必要があると考えられますが、事業
所における取組みが進み、また、ほぼ目標どおりの審議会等における女性登用率や理学部・工
学部の大学生の女性割合となっており、概ね効果を上げることができました。

戦略プロジェクト24

（％）
夫は外で働き、妻は家庭を守るべき

50

45

40

35
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25

20
1999 2003 2006（年度）

そう思う
そう思わない43.9

41.4

32.7

25.6 25.2
32.4

※「どちらともいえない」または「わからない」、「無回答」を
　含むため、合計しても100％になりません。

プロジェクトをとりまく課題

今後の対応方向

● 国における男女共同参画基本計画の改定をはじめ、関係法制度の整備も進んできていますが、
一方で、女性の３０歳代の離職の多さとその後の再就職の困難さ、慢性的な長時間労働や非正規
雇用の増加、政策・方針決定過程への女性の参画の停滞が大きな課題になっています。

● 大きな社会問題となっている配偶者などからの暴力の根絶と被害者支援に向けては、２００８年
1月に配偶者暴力防止法が改正されたので、改正法の施行を踏まえ、取組みの充実を図る必要が
あります。

● 「かながわ男女共同参画推進プラン（第2次）」の策定に伴い、男女共同参画に関する啓発に
加え、男女ともに、仕事、家庭生活、地域生活などへの参画を可能にする具体的で実効ある支
援の取組みを充実･強化します。

● 就業の分野では、女性のライフステージに応じて、起業や就業、子育て後などの再就業、性別
に関する固定観念にとらわれない進路選択など、様々な分野でチャレンジする女性への支援に
取り組むとともに、男女ともに、仕事、子育てや介護などの家庭生活、地域生活、自己啓発、
趣味などのバランスをはかり、生涯を通じて充実した生活がおくれるよう、男女平等な就業環
境の整備を促進します。

● 配偶者などからの暴力の根絶と被害者の自立の支援については、国の動向を注視しつつ、市町
村など関係機関やＮＰＯなどと連携・協働し、配偶者暴力の防止対策に重点的に取り組みます。

参照ホームページ
配偶者暴力相談支援センターに関する情報
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/jinkendanjo/dvsien.htm
人権男女共同参画について
→　http://www.pref.kanagawa.jp/sosiki/kenmin/0216/index.html
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戦略
プロジェクト

県民生活



戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
多様な主体がともに公共を担う協働型社会へと進展することにより、ＮＰＯなどと県との協働・連

携の取組みも拡大するものと考えられることから、毎年度１０件ずつ増加し、２０１０年度には３２０件に
なることをめざして目標値を設定しました。

目標　ＮＰＯ等と県との協働・連携事業数（単年度）

達成状況
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310 320
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320 
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280 
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260 
250 
240

2005 2006 2007 2008 2009 2010（年度）

（件）

実績値

目標値

● ２００７年度の目標に対する
達成率は１０６.８％となりまし
た。これは、ＮＰＯ法人の認
証数が増加の傾向にあったこ
とや、構成事業が計画どおり
実施されるなどにより庁内で
のＮＰＯとの協働・連携に係
る取組みへの理解が進んでき
ていることが要因と考えられ
ます。

目標の達成状況の分析

96

企業とＮＰＯとのフォーラム

25 多様な主体が公共を担う協働型社会の実現

プロジェクトの概要

＊1 ボランタリー活動

不特定かつ多数のものの利益
の増進に寄与することを目的と
する非営利の公益活動。いわゆ
る宗教、政治、選挙活動を除き
ます。

ボランタリー活動（＊1）への理解が広がり、
県民、ＮＰＯなどの活動がさらに活発になる
とともに、企業などの社会貢献活動も盛んに
なるよう取組みを進めています。
また、ＮＰＯ、企業などの協働・連携によ

る取組みも増加し、多様な主体が協働・連携
して公共を担っていくための基盤として、ネ
ットワークの形成が進むよう取組みを進めて
います。

県民、ＮＰＯ法人、企業を対象にアンケート調査を２００７年１１月に実施しました。調査の結果、
半数以上の県民がボランティア活動に関心があるが、約7割の県民はボランティア活動をしたこと
がないなどの状況が明らかになりました。調査の結果を基礎資料として、「県民パートナーシップ
条例（仮称）」や今後の施策を検討していきます。

● 多様な主体による公的サービスの推進 として、「ＮＰＯ等と企業との協働のための環境整備
の方策に関する提言」の取りまとめ、県提案型協働事業9件及びかながわボランタリー活動推
進基金２１による協働負担金事業１３件を実施したほか、ＮＰＯなどと県とが対等の立場で協議
を行う「かながわ協働推進会議」において、協働への理解を促進するための冊子「協働のため
のサプリメント」の作成とフォーラムの開催による普及などに取り組みました。

● 県民からの政策提案制度の創設 として、政策提案などの募集を行い、県民参加のもとで4
件の提案を選定しました。

● ボランタリー活動の推進と県民サービス提供の拠点の充実 として、かながわ県民センター
の再整備に向けた取組みを進めるため、整備手法などについて調査を行いました。

● 地域人材の育成 として、かながわコミュニティカレッジの本格開設に向けて、一般講座１４講座
を開催し、３８８人が受講するとともに、新たに、県専修学校各種学校協会との協働講座「仕事
のまなび場」を開催し、青少年の職業観の育成を図るなど、充実を図りました。また、「（仮称）
かながわコミュニティカレッジ開設基本計画」を策定しました。

● パートナーシップ推進のしくみづくり として、ＮＰＯ関係者、企業関係者、県職員による
専門部会を設置し、「県民パートナーシップ条例（仮称）」の骨子案を整理しました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔県民部〕

（ＮＰＯ協働推進課調べ）

２００７
A

１０６.８％

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％
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総合分析

総合計画審議会からの二次評価
● 総合分析は妥当である。
● ＮＰＯ法人や、協働の質が問われる時代に入っており、県との協働に関する評価手法を積極
的に開発していく必要がある。

● 神奈川県認証のＮＰＯ法人が２００８
年3月末には２,１２４団体になるなど、
引き続きボランタリー活動が活発化し
ています。

● 県が行った「ボランティア活動等に
関する調査」（２００７年１１月）によると、
企業の社会貢献活動の実施について、
「実施した・実施したい」企業が約5割
(４９.９%)に上り、ＣＳＲ（＊2）の一環と
しての社会貢献への関心が高まってい
ます。

● コミュニティカレッジについては、平
成18年度修了者へのアンケート結果
によると、何も活動していなかった方
のうち4割以上の方が何らかの活動を開始しており、地域人材の育成に貢献しています。
また、県提案型協働事業やかながわボランタリー活動推進基金２１による協働事業を着実に進め

ることなどにより、協働の取組みが広がってきています。
● ＮＰＯ法人の認証数の増加やＮＰＯなどと県との協働・連携の取組みに対する庁内の理解が進んで
きていることなどにより、目標の達成率が１０６.８％となり、十分に効果を上げることができました。

戦略プロジェクト 25
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プロジェクトをとりまく課題

今後の対応方向

● 企業のＣＳＲの一貫としての社会貢献に対する関心の高まりを踏まえ、従来のＮＰＯなどと行
政との協働だけでなく、ＮＰＯなどと企業とが協働して地域の課題解決に取り組むための環境
整備を進めていく必要があります。

● 地域の課題解決や活性化に取り組む人材を育成する必要があります。
● ＮＰＯなどがより多くの市民や企業などの信頼を得て活発で持続的な活動が行えるよう、民が
民を支えるしくみづくりについて検討を進める必要があります。

● ＮＰＯなどと企業との出会い・交流の場づくりとしてのフォーラムの開催など、ＮＰＯなどと
企業との協働のための環境整備の方策に取り組みます。

● かながわコミュニティカレッジの２００９年度本格開設に向けて、開催講座のテーマを拡大する
とともに新たに連携講座を実施するなど、着実に取組みを進めます。

● 県民からの政策提案制度では、２００７年度に選定された提案について県が事業を実施するとと
もに、新たな提案の募集なども行います。

● ＮＰＯ・企業関係者・県で構成する専門部会における協働による検討や県民との対話フォーラ
ムなどを行い、「県民パートナーシップ条例（仮称）」の素案づくりを進めます。

戦略
プロジェクト

（ＮＰＯ協働推進課調べ）

県民生活

参照ホームページ
ボランティア・ＮＰＯに関する業務のご案内
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/02/0223/npo.html
かながわ県民活動サポートセンター
→　http://www.kvsc.pref.kanagawa.jp/index.html
内閣府国民生活局市民活動促進課　→　http://www.npo-homepage.go.jp/
県民からの政策提案制度
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/01/0102/seisakuteian/proposal.html

＊2 CSR

企業の社会的責任のこと。
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文化芸術振興条例(仮称)に関する県民フォーラム

26 文化芸術・スポーツを楽しむ環境づくり

プロジェクトの概要

＊2 allかながわ
スポーツゲームズ
（仮称）

現在実施している神奈川県総
合体育大会及び市町村対抗「か
ながわ駅伝」競走大会を統合し、
「allかながわスポーツゲームズ」
（仮称）として再構築して競技
種目数を増やすなど、県民の競
技スポーツ水準の向上に資する
とともに、各市町村相互の競技
スポーツの交流を図るもの。

心豊かな県民生活と活力ある地域社会の実
現を目的とした文化芸術振興条例(仮称)の制定
により、県民の文化芸術活動の充実を図ると
ともに、県立新ホール「神奈川芸術劇場」の
整備を進め、文化芸術の創造・発信による魅
力と活力あふれる地域づくりに取り組んでい
ます。
また、県民一人ひとりが、それぞれの興

味・関心、目的、体力や年齢、技能に応じて、
運動やスポーツに親しむことができる生涯ス
ポーツ社会の実現に向けて取組みを進めてい
ます。

文化芸術振興条例(仮称)についてパブリックコメントを実施した際に、「単なる理念ではなく、県
の文化政策として何を重点に行っていくのか、政策、戦略を具体的に示してほしい」などの多くの
意見をいただきました。いただいた意見については、条例案にできるだけ反映させるとともに、
２００８年度中に策定する予定の「文化芸術振興計画(仮称)」の中でも具体化に努めていきます。
また、体育の日を中心とした概ね前後各1週間を県民スポーツ週間とすることについて、県民意

見の募集を行ったところ多数の賛同をいただきましたので、県民スポーツ週間を設置し、普及・啓
発や関連事業の取組みを進めています。

● 文化芸術振興条例(仮称)の制定に向けた取組み として、有識者からなる懇話会での論議や
条例に関するパブリックコメントを経て、条例の素案を作成しました。

● 文化芸術の鑑賞機会の充実と県民の主体的な活動の支援 として、県立文化施設での鑑賞機
会の充実に努めるとともに、参加・体験型事業や青少年を対象とした事業を実施しました。

● 文化芸術の創造・発信のための拠点整備 として、県立新ホール「神奈川芸術劇場」の建設
工事に着手するとともに、県立音楽堂の耐震補強工事の実施に向けた準備を行いました。

● 健康なくらしに根づき夢と活力を生むスポーツ活動の推進 として、「県民スポーツ週間」を
設置するとともに、「かながわアスリートネットワーク」（＊1）創設の支援を行ったほか、市町
村対抗形式のスポーツ大会の開催やスポーツ選手の一貫指導システムの整備を行いました。ま
た、「allかながわスポーツゲームズ」（仮称）（＊2）の２００９年度実施に向けて検討を行いました。

● スポーツ活動の場づくり として、市町村、民間などと連携し、誰もが身近なところでスポ
ーツ活動ができる総合型地域スポーツクラブを育成・支援した結果、クラブ数が３５クラブ（こ
れまでの数を含む）となりました。

● 部活動の活性化 として、「かながわ部活ドリームプラン21」に沿って県立高校運動部への
専門指導者の派遣を行いました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔県民部〕

＊1 かながわアスリート　
ネットワーク

県内スポーツ関係著名人やプ
ロスポーツ選手、国体出場選手
などにより、幅広くスポーツを通
じた社会貢献を目的として創設
された組織であり、「県民スポー
ツ週間」をはじめとする、様々な
スポーツ関連事業の指導者や講
師として、県のスポーツ振興に寄
与する活動を行うもの。
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戦略プロジェクト 26

戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
過去3年間の県立文化施設の平均利用者数が約１００万人であることから、さらに県民が文化芸術を

楽しむ環境づくりを進め、計画期間中の累積利用者数を3％増加（約１００万人×4年間×１.０３＝４１２
万人）させることをめざして目標値を設定しました。

目標①　県立文化施設の利用者数（累計）

達成状況

目標②　県立新ホールの利用者数（累計）

目標設定の考え方
計画期間中に開館し、文化芸術の創造・発信の拠点として位置づけられる県立新ホール「神奈川芸

術劇場」について、年間利用者数を約２８万5千人にすることをめざして目標を設定しました。県立新
ホールの開館は、２０１０年度を予定しているため、２００７年度の達成状況は示していません。
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達成状況

● ２００７年度の目標に対する
達成率は、約１０７％となりま
した。これは、構成事業が概
ね計画どおりに実施され、十
分な事業効果が得られたこと
が要因と考えられます。

目標の達成状況の分析

● 4年ごとの調査のため２００７
年度のデータはありませんが、
２００２年度と２００６年度の調査
結果を比較すると、上昇傾向に
あります。

● また、２００７年度には、総合型
地域スポーツクラブが新たに8
クラブ創設されるなど、スポー
ツ活動の場づくりが着実に推
進されました。

目標の達成状況の分析

戦略
プロジェクト

目標③　成人の週１回以上のスポーツ実施率

目標設定の考え方
２００６年度の実績が３９.７％であることを踏まえ、さらに、県民が運動やスポーツに親しむことがで

きる生涯スポーツ社会の実現に向けた取組みを推進することにより、２０１０年度には5％以上の増加
となることをめざして目標値を設定しました。

県民生活

２００７
A

１０７.４％

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％

２００７
－

２００８
－－－

－－％

２００９
－－－

－－％

２０１０
－－－

－－％

（文化課調べ）

（県民の体力・スポーツに関する調査）



総合分析

● 総務省「社会生活基本調査」の２００１
年度と２００６年度の調査結果を比較する
と「1年間に芸術鑑賞を行った県民の延
べ人数（１０歳以上）」は、「クラシック音
楽」では増えていますが、「演芸・演
劇・舞踊」、「美術」では減少していま
す。このことから、鑑賞機会を提供す
ることに加えて、その魅力を伝えること
にも力を入れていく必要があります。

● そのための方策として、音楽作品や
絵画作品の背景説明についての情報提供や講座を開催するなど、事業実施の工夫により文化芸
術に親しむ機会の充実などにも取り組みました。

● スポーツを楽しむ環境づくりについては、成人の週１回以上のスポーツ実施率を見ると、２００２
年度と比較して２００６年度において約3％上昇していることから、生涯スポーツ社会の実現に向
けて少しずつではありますが、着実に進んでいると考えられます。

● スポーツ振興に関わる施策を総合的かつ効果的に推進するため、関係課で組織するスポーツ施
策総合推進本部会議において検討するとともに、市町村やスポーツ関係団体との連携を密にし
て効率的な事業実施に努めました。

● 目標の達成率は、「県立文化施設の利用者数」が１０７％、「県立高校の部活動の入部率」が約９８％
であり、県民が文化芸術やスポーツを楽しむ機会が着実に増加しており、概ね効果を上げることが
できました。

クラシック音楽鑑賞

演芸・演劇・舞踏鑑賞

美術鑑賞

0 500 1,000 1,500 2,000（千人）

2006年度　　　2001年度
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964

1,374
1,319

1,816
1,741

100

戦略プロジェクト 26

達成状況

● ２００７年度の目標に対する
達成率は運動部、文化部とも
約９８％となりました。これは
入部率は上昇していますが、
運動部では停滞校や大幅な下
落校があったため、文化部で
はプロジェクトの考え方が浸
透していなかったためと考え
られます。

● このため、今後とも目標の
達成に向けて計画事業を着実
に進めていく必要があると考
えています。

目標の達成状況の分析

目標④　県立高校の部活動の入部率

目標設定の考え方
２００６年度の実績が運動部で４３.２％、文化部で２１％となっており、県立高校の生徒の多様なニ

ーズに対応した魅力ある部活動を充実させる取組みを強化することにより、２０１０年度には、運動
部においては生徒の半数が、文化部においては、4分の1が参加するようになることをめざして目
標値を設定しました。

２００７
B

９８.４％

２００８

－－－

－－％

２００９

－－－

－－％

２０１０

－－－

－－％

B

９８.１％

－－－

－－％

－－－

－－％

－－－

－－％

運動部

文化部

（部活動基本調査）
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総合計画審議会からの二次評価

● 総合分析は妥当である。
● 文化芸術に関心の低い県民にも興味を持ってもらえるような事業実施、広報に努める必要が
ある。

戦略プロジェクト 26

プロジェクトをとりまく課題

今後の対応方向

● 県民の文化芸術活動の充実などにより心豊かな県民生活などを実現するため、文化芸術振興条
例(仮称)をできるだけ早期に制定するとともに、審議会の設置や「文化芸術振興計画(仮称)」の
策定など、条例に基づく取組みを推進する体制を整える必要があります。

● 県立文化施設の整備については、魅力と活力あふれる地域づくりのため、建設工事の開始の遅
れに伴い開館時期を延期することとした神奈川芸術劇場の整備を進める必要があります。

● 成人の週1回以上のスポーツ実施率を上げるため、３０３３（サンマルサンサン）運動（＊3）の推
進や県民スポーツ週間の実施について県民への効果的な周知方策を検討するほか、総合型地域
スポーツクラブの育成・支援についてさらに充実させる必要があります。

● 部活動の活性化については、高校生が部活動に参加しやすい環境の整備のため、それに沿った
取組みの充実を図っていく必要があります。

● 文化芸術振興条例(仮称)を制定後、条例に基づく審議会の設置や「文化芸術振興計画(仮称)」
の策定に着手します。計画の策定に当たっては、県民や文化芸術団体からの意見の反映に努め、
具体的で実効性のあるものとしていきます。

● 県立文化施設の整備については、県立新ホール「神奈川芸術劇場」の２０１０年の開館をめざし、
整備内容や運営方法などを十分に検討し、県民の利便性の向上が図られるよう進めていきます。

● ３０３３運動については、NPO法人や関係団体で構成する新たな推進体制により普及・啓発に
積極的に取り組むほか、県民が運動やスポーツを実践するきっかけづくりとして実施する「県
民スポーツ週間」では、市町村及び関係機関と連携して普及啓発を行います。また、スポーツ
活動の場づくりとして、総合型地域スポーツクラブの育成のため、市町村への働きかけをより
一層進めるなど、総合的にスポーツ施策を推進します。

● ２００８年2月に作成した「かながわ部活ドリームプラン21」の推進計画に沿って部活動エキス
パート指導者を派遣するなどの対策の強化に取り組みます。

戦略
プロジェクト

＊3 3033運動

県民の皆さんが一人でも多く
スポーツに親しみ、健康で明る
く豊かな生活を営んでいただく
ために、１日30分、週３回、
３ヶ月間継続して運動やスポー
ツを行い、運動やスポーツをくら
しの一部として習慣化すること。

県民生活

参照ホームページ
神奈川県総合文化芸術情報ホームページ（かな＠（アット））
→　http://www.kanagawa-at.info/
県民スポーツ週間の設置について
→　http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/sports/sportssyuukansetti/index.html
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「携帯電話からも予約ができる
公共施設利用予約システム」

27 新たな情報化社会かながわの推進

プロジェクトの概要

＊統合型ＧＩＳ
（地理情報システム）

GIS(Geographic Information
System)は、電子地図と組み合
わせて、地理的な位置に関する
情報を持ったデータ（空間デー
タ）を管理・加工し、視覚的に
表示するシステムで、統合型Ｇ
ＩＳは、ネットワーク上で共用
できる様々な空間データを一元
的に管理する共同利用型のＧＩ
Ｓのこと。

電子申請・届出、電子入札や公共施設利用
予約のサービスを拡大することで、県民生活
の利便性の向上と行政の効率化の推進に取り
組んでいます。
また、 情報通信技術の進展に対応し、統合

型ＧＩＳ（地理情報システム）（＊）などの先
端的なＩＴ（情報通信技術）の活用を進める
とともに、県民の誰もが安心してＩＴを利用
できるようにするため、プライバシーの侵害
やＩＴを悪用した犯罪などＩＴの進展に伴う
課題への対応を進めています。

コールセンターや電子申請･届出システム利用者アンケート、施設利用者アンケートに寄せられ
たご意見などを受けて、電子申請・届出のシステムが簡単に利用できるように、画面の構成や操作
方法などの改善に取り組みました。また、市町村と連携して広報を行い、システムへの理解と利用
の促進に取り組みました。

● 申請・届出、入札など手続きの電子化 として、警察事務職員採用試験など新たに24の県へ
の申請・届出の手続きの電子化を行いました。
また、入札手続きは工事系委託においては大規模案件から、一般委託・物品においては出先

機関での一般競争入札から電子入札を導入し、電子化の対象を拡大しました。
● 情報通信技術の進展への対応 として、統合型ＧＩＳの整備や先端的なＩＴの活用とＩＴ利
用環境の整備に向けた検討を進めました。

２００７年度の取組みの概要

県民ニーズ・意見などへの対応

〔総務部〕

戦略プロジェクトの目標

目標設定の考え方
電子申請･届出、公共施設利用予約のサービスごとにこれまでの利用状況分析やサービスの拡大

などによる効果を推計し、目標値を設定しました。

目標①　電子申請と公共施設利用予約により県民が節約できる時間数(単年度)

達成状況
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実績 目標

138,000 ● ２００７年度の目標に対する
達成率は１１４.９％となりまし
た。これは、多数の利用が見
込まれる手続きの電子化や広
報活動の効果により電子申請
の利用数が増加したことと公
共施設利用予約の利用件数の
順調な伸びによるものと考え
られます。

目標の達成状況の分析

（情報システム課調べ）
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戦略プロジェクト 27

目標設定の考え方
２００６年度からシステムの全面的な運用を開始し、電子入札の対象は、入札制度改革と合わせて段

階的に拡大する取組みを実施しており、２００６年度に「工事」、２００８年度には「一般委託・物品」、「コン
サル」でも全ての入札が電子で実施される予定となっていることから、目標達成として１００％の目標値
を設定しました。

目標②　入札手続きの電子化率

達成状況

（％）

（年度）

● ２００７年度の目標値に対す
る達成率は１００.０％となりま
した。これは、目標どおり、
「コンサル」の大規模案件に
ついて電子化を達成したこと
及び「一般委託・物品」につ
いて電子化の対象の拡大を図
ることができたためと考えら
れます。

目標の達成状況の分析

戦略
プロジェクト

総合分析

● 県が行った「平成１８年度県民ニーズ調査」の結果による
と、「神奈川県電子自治体共同運営サービス」の認知度は、
3割弱にとどまっており、各種の広報媒体を活用するなど、
サービスの周知を強化する必要があります。

● 電子自治体の推進に当たっては、県内で均一なサービス
を提供するため、市町村と共同で取り組んでおり、個別の
団体で実施した場合、財政的負担が大きくなるところ、県
及び市町村が費用を共同で負担することによりその軽減を
図っていることから、事業実施の方法は適切であると考え
られます。

● 電子申請と公共施設利用予約により県民が節約できる時
間数の目標に対する達成率は、１１４.９％であり、また、入
札手続きの電子化としては、目標どおりコンサルの大規模
案件及び一般委託・物品の出先機関への対象拡大を図っており、十分効果を上げることができ
ました。

知っていたが、
利用したことは
ない

24.0%

わからない
5.6%

無回答
1.7%

利用した
ことがある
2.6%

知らなかった
66.1%

プロジェクトをとりまく課題

● より一層の行政の情報化を進めるため、電子申請・届出サービスの利用を促進するとともに、
公共施設利用予約サービスの対象施設の拡大や、申請・届出などの電子化に追加するサービス
を検討・実現する必要があります。

● 情報通信技術の進展に対応し、統合型ＧＩＳなどの先端的なＩＴの活用を進める必要があります。
● 情報セキュリティ対策など情報化の進展に伴う課題について、効果的な普及啓発を図る必要が
あります。

（情報システム課調べ）

県民生活
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総合計画審議会からの二次評価

戦略プロジェクト27

今後の対応方向

● 多数の利用が見込まれる手続きの電子化と広報の充実による電子申請･届出サービスの利用促
進に積極的に取り組みます。

● 公共施設利用予約サービスの対象施設の２００９年度からの拡大に向けて準備を進めます。また、
現行サービスに追加するサービスの２０１０年度からの実現に向けて市町村と共同で取り組みま
す。

● 県民へ分かりやすい地図情報をインターネットで提供する統合型ＧＩＳを整備します。
● 県民が安心してＩＴを利活用できるよう安全なＩＴの利活用方法の普及啓発に取り組みます。

参照ホームページ
神奈川電子自治体共同運営サービス　
→　http://www.e-kanagawa.lg.jp/index.html

● 総合分析は概ね妥当であるが、サービスの周知を強化する手法について検討し、効果を分析す
る必要がある。


